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主   文 

 

１ 原告の請求を棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

 

事実及び理由 

 

第１ 当事者の求める裁判 

１ 請求の趣旨 

（１）津市固定資産評価審査委員会が、平成１９年２月２８日付けでした、固定資産課税

台帳に登録された別紙物件目録１記載の各土地及び同目録２記載の各建物に係る平成１８

年度の価格について、原告の審査申出を棄却した決定を取り消す。 

（２）訴訟費用は、被告の負担とする。 

２ 請求の趣旨に対する答弁 

 主文同旨 

 

第２ 事案の概要【中略】 

 

第３ 当裁判所の判断 

１ 前提となる事実と〔証拠略〕及び弁論の全趣旨によると、次の事実が認められる。 

（１）本件各土地建物の概要 

ア 本件各土地建物は、株式会社Ａグランドホテル（以下「Ａグランドホテル」という。）

が平成６年２月２３日に破産宣告を受けるまでは、同社経営のホテルとその敷地として利

用されていた不動産である。 

イ 本件各建物は、別紙物件目録２（１）の主たる建物と附属建物１棟（符号１）、同目録

（２）の主たる建物と附属建物２棟（符号２及び３）の合計５棟であるが、別紙物件目録

２（１）及び（２）の各主たる建物は、増築されて構造の異なる部分を有しているため、

固定資産課税台帳においては、同目録２（１）の主たる建物は４つの部分に区分され、同

目録２（２）の主たる建物は２つの部分に区分されている。 

 別紙物件目録２（１）の主たる建物は、〔１〕昭和５７年に建築された鉄骨鉄筋コンクリ

ート造の部分（床面積４４６９．５１平方メートル）、〔２〕昭和６３年に建築された鉄骨

造の部分（床面積１３０９．１１平方メートル）、〔３〕昭和６２年に建築された鉄骨造の

部分（床面積５２６７．２０平方メートル）、〔４〕昭和６３年に建築された鉄骨鉄筋コン

クリート造の部分（床面積７７０８．２８平方メートル）があり、〔１〕及び〔２〕に「い

ずみの館」、〔３〕に「ふれあいの館」、〔４〕に「みどりの館」との名称が付けられている。
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同物件の附属建物は、〔５〕昭和６３年に建築された機械室（床面積２４．４２平方メート

ル）である。 

 また、別紙物件目録２（２）の主たる建物は、〔６〕昭和４７年に建築された鉄筋コンク

リート造の部分（床面積３７６５．２４平方メートル）及び〔７〕昭和６０年に建築され

た鉄骨鉄筋コンクリート造の部分（床面積２６５２．３２平方メートル）があり、あわせ

て「わくわく・もみじの館」との名称が付けられている。同物件の附属建物は、〔８〕昭和

５３年に建築された鉄骨造の浴場（床面積５２１．３１平方メートル、符号２）と〔９〕

同年に建築されたコンクリートブロック造の機械室（床面積４８．００平方メートル、符

号３）である（以下、上記〔１〕ないし〔９〕の各建物を、それぞれ「本件建物〔１〕」な

どと特定することがある。）。 

（２）本件不動産競売事件の経過 

 本件不動産競売事件は、平成７年５月２３日に開始決定がされた後、原告が買受人とな

るまでに７回の売却が実施され、その間、最低売却価額（いずれも本件各土地建物一括で

ある。）も、〔１〕１２億０８０６万８０００円、〔２〕８億９４３０万９０００円、〔３〕

２億３１７３万円、〔４〕６８２６万４０００円と、４回にわたり変更された。 

 原告は、平成１４年１２月６日から同月１３日までの間に最低売却価額６８２６万４０

００円で行われた７回目の期間入札において、７７７０万円で最高価買受人となり、平成

１５年２月１４日、本件各土地建物を取得した。 

 その後、原告は、平成１６年以降、本件各建物の一部の客室等を利用して、宿泊施設の

営業を行い、現在に至っている。 

（３）本件各土地の平成１８年度の価格の決定方法 

ア 宅地（物件目録１（２）、（６）、（７）、（１３）ないし（１６）、（１８）、（２２）、（２

３）、（２５）、（２７）、（２８）、（３０）、（３２）、（３４）） 

 津市長は、評価基準第１章第３節二に規定する「その他の宅地評価法」によるものとし、

状況類似地区の区分を、観光・保養のためのホテルがある普通商業区域とし、同区域内に

おける標準的な宅地を標準宅地として選定し、標準宅地の評点数を、平成１７年１月１日

時点の地価公示価格及び不動産鑑定士による鑑定評価から求められた評価額の７割に相当

する金額に同日から同年７月１日までの地価下落修正率０．９７を乗じた金額（１万２８

００円）に基づいて１平方メートル当たり１万２８００点を付設し、当該標準宅地に対す

る上記各土地の比準割合を１．０として上記各土地の評点数を１平方メートル当たり１万

２８００点とし、これに地積を乗じて、上記各土地の評点数を付設した。そして、その評

点数に、評点１点当たりの価額１円を乗じて、上記各土地の登録価格とした。 

 なお、別紙物件目録（２）の土地については、当初、評価額を５９６万３５４０円とし

て登録されていたが、本件審査請求を契機として、状況類似地区の選定に誤りがあったこ

とが発覚し、津市長は、平成１８年６月２０日付けの弁明書において訂正の意向を示し、

同年１１月ころ、同評価額を６９３万９３９２円とする本件価格訂正を行った。 
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イ 山林（物件目録１（１）、（３）、（４）、（８）ないし（１２）、（１７））及び雑種地（同

目録（５）、（１９）ないし（２１）、（２４）、（２６）、（２９）、（３１）、（３３）、（３５）） 

 津市長は、いずれも評価基準に従い、宅地と同様の手順で標準地の選定とこれに対する

評点数の付設、当該標準地に対する上記各土地の比準割合による上記各土地への評点数の

付設及び評価額の算出をしたが、山林については、評価額が相当の低水準となっていたこ

とから、雑種地についても周辺宅地との価格の均衡を考慮し、いずれも価格の下落による

修正は行なっていない。 

（４）本件各建物の平成１８年度の価格の決定方法 

ア 平成１０年度までの再建築評点数の決定方法 

 旧久居市（平成１８年１月１日に津市と合併）長は、本件各建物の本件建物〔１〕ない

し〔９〕のそれぞれについて、評価基準に従って、各新築の翌年度に単位（１平方メート

ル）当たりの再建築評点数を定め、その後、基準年度毎に、当該基準年度の前年度におけ

る再建築費評点数に、当該基準年度の再建築費評点補正率を乗じて、再建築費評点数を定

めてきた。 

イ 平成１３年度の再建築評点数の決定方法 

 旧久居市長は、本件各建物が長期間にわたり保守管理がなされておらず、損耗の程度が

進行していることを考慮し、本件各建物の現況を確認の上、平成１３年度において本件各

建物につき損耗の程度に応ずる減点補正を実施し、本件各建物の単位当たりの再建築費評

点数を決定した。その際の損耗減点補正率は、本件建物〔１〕につき０．３４、本件建物

〔２〕につき０．５２、本件建物〔３〕につき０．５２、本件建物〔４〕につき０．５１、

本件建物〔５〕につき０．５５、本件建物〔６〕につき０．１０、本件建物〔７〕につき

０．４３、本件建物〔８〕につき、０．００、本件建物〔９〕につき０．４０であった。 

ウ 平成１５年度及び平成１８年度の再建築評点数の決定方法 

 旧久居市長は、本件各建物の平成１３年度の単位当たりの再建築評点数に、それぞれ平

成１５年度の再建築費評点補正率０．９６を乗じて、本件各建物の同年度の単位当たりの

再建築費評点数を定めた。 

 津市長は、平成１８年度も同様に、本件各建物の単位当たりの再建築評点数に、それぞ

れ平成１８年度の再建築費評点補正率０．９５を乗じて、本件各建物の同年度の単位当た

りの再建築費評点数を定め、同点数に、本件各建物の経過年数にそれぞれ対応する経年減

点補正率、評点一点当たりの価額及び床面積を乗じて、平成１８年度の登録価格（本件登

録価格）を決定した。 

２ 本件各土地建物の適正な時価について 

（１）固定資産税は、固定資産（土地、家屋及び償却資産）を課税客体とする税であり、

固定資産の所有者に対して（地方税法３４３条１項）、その価格を課税標準として課するも

のである（同法３４９条、３４９条の２）から、その性質は、資産の価値に着目し、その

所有という事実に担税力を認めて課する財産税であって、個々の固定資産の収益性の有無
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にかかわらず課せられるものである。そうすると、課税標準となる固定資産の価格である

「適正な時価」（同法３４１条５号）とは、正常な条件の下に成立する当該不動産の取引価

格、すなわち、客観的な交換価値をいうと解されるから、不動産課税台帳に登録された価

格が賦課期日における当該不動産の客観的な交換価値を上回れば、当該価格の決定は違法

となるというべきである（最高裁平成１５年６月２６日第一小法廷判決・民集５７巻６号

７２３頁参照）。 

 他方、地方税法は、固定資産の評価の基準並びに評価の実施の方法及び手続を総務大臣

の告示である固定資産評価基準にゆだね（同法３８８条１項）、市町村長は、固定資産評価

基準によって固定資産の価格を決定しなければならないと定めている（同法４０３条１項）。

その趣旨は、全国一律の統一的な固定資産評価基準による評価によって、各市町村全体の

評価の均衡を図り、評価に関与する者の個人差に基づく評価の不均衡を解消するために、

固定資産の価格を客観的かつ明確な基準である固定資産評価基準によって決定すべきもの

とするところにある。そして、同法３８８条１項に基づき定められた固定資産評価基準は、

前記第２の２（２）のとおりであり、これに基づく評価の方法は、一般的な合理性を有す

るといえる。そこで、固定資産評価基準に従って算定された価格は、固定資産評価基準が

定める評価の方法によっては当該固定資産の価格を適切に算定することができない特別の

事情又は固定資産税評価基準が定める減点補正を超える減価を要する特別の事情の存しな

い限り、適正な時価であると推認するのが相当である（最高裁平成１５年７月１８日第二

小法廷判決・裁判集民事２１０号２８３頁参照）。 

（２）原告は、本件不動産競売事件での本件各土地建物の最低売却価額が合計６８２６万

４０００円であったことや、評価人が評価書（〔証拠略〕）において本件各建物を１５３０

万１０００円（１３１１万円の誤りであると思われる。）と評価していたことから、本件登

録価格は、本件各土地建物ないしは本件各建物の客観的な交換価値を大きく上回ると主張

する。 

 しかし、一般に、民事執行法により評価人が行う評価は、執行裁判所が最低売却価額（な

いしは売却基準価額。平成１６年法律第１５２号による改正後の民事執行法６０条１項参

照）を定めるために行われる評価であることや、不動産競売手続には買受申出価格の形成

上様々の負の要因が存在することから、通常の土地売買において形成される価格より相当

程度低廉なものとなることは明らかであること、さらに、本件不動産競売事件においては、

７回にわたり売却が実施され、その間最低売却価額も４回変更された結果、原告が本件土

地建物を落札した７回目の売却の際の最低売却価額は、１回目の売却の際のそれの約５．

６パーセントに相当する価額にすぎなかったことに照らすと、上記の最低売却価額や評価

額が、本件各土地建物ないしは本件各建物の客観的な交換価値を示すものと認めることは

できないし、評価人が上記のような評価を行い、執行裁判所が上記の最低売却価額を定め

ていたからといって、このことによって、評価基準が定める評価の方法によっては本件各

土地建物の価格を適切に算定することができない特別な事情や、評価基準が定める減点補

https://lex.lawlibrary.jp/lexbin/LinkInyo.aspx?Bunban=28081678&dli=636303661555332601
https://lex.lawlibrary.jp/lexbin/LinkInyo.aspx?Bunban=28081678&dli=636303661555332601
https://lex.lawlibrary.jp/lexbin/LinkInyo.aspx?Bunban=28082027&dli=636303661555332601
https://lex.lawlibrary.jp/lexbin/LinkInyo.aspx?Bunban=28082027&dli=636303661555332601
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正を超える減価を要する特別の事情があったと認めることもできない。 

（３）原告は、自らが依頼した不動産鑑定の結果、本件各建物の価格は４１１９万６００

０円と算定されたとして、本件登録価格は、本件各建物について、その客観的な交換価値

を上回っていると主張する。 

ア 原告鑑定書（〔証拠略〕）は、本件各建物を新規に建築する場合の再調達原価を算定し、

これに残存耐用年数を基礎とする現価率を乗じた本件各建物の現在価値は合計１５億１７

８５万５５５７円であるとする一方、本件各建物は長年にわたり利用されない状態が続い

てきたとして、これらを通常の耐用年数に基づく価値までに復帰させるために合計２１億

２５７８万９６７５円の特別修繕費が必要であるとし、これを考慮すると現在価値がある

建物は本件建物〔３〕ないし〔５〕の３棟で合計１億４７０６万２３６９円となり、これ

に機能的・経済的減価として６５ないし７２パーセントの減価をすると、その価格は合計

４１１９万６０００円であるとしている。 

イ しかしながら、原告鑑定書には、以下の問題点があり、本件各建物の客観的な交換価

値を示すものとみることはできない。 

（ア）建築基準法は、既存の建物については「増築、改築、大規模の修繕又は大規模の模

様替」を行う場合を除いては新しい耐震基準に適合させる必要はないとしており（同法３

条２項、３項３号）、大規模の修繕とは建築物の主要構造部の一種以上について行う過半の

修理を指す（同法２条１４号）。しかるに、原告鑑定書は、本件建物〔６〕及び〔７〕にお

いて予定されている改修工事は、防水、内装補修、設備補修であり、上記の大規模の修繕

を行う場合に該当しないにもかかわらず、上記各建物を新しい耐震基準に適合させるため

に５億１０１３万６３４３円の耐震補強補修工事が必要であるとして、これを上記各建物

の現在価値から控除している。 

（イ）原告鑑定書は、本件各建物の裏山側の外構排水設備が荒廃しており、降雨になれば

裏山の建物及びエレベーター地下ピットが浸水するように思われることから、抜本的な排

水工事が必要であるとして、その排水工事費用５億円を本件建物〔１〕ないし〔４〕の現

在価値に応じて按分し、これを上記各建物の現在価値から控除しているが、５億円を要す

る抜本的な費用を要する排水工事の必要に迫られるような浸水被害を受けたことを認める

に足りる証拠はなく、排水工事の必要性を肯定する合理的根拠があるとはいえない。 

（ウ）原告鑑定書は、厨房から各部屋まで、フロントから温泉までが遠い、団体向けから

家族向けに嗜好の変化が見られる、棟がつながっていないため回遊性が低い、ホテル全体

として部屋数が過多であり、みどりの館は団体向けであり、部屋が狭い、大きいホテルほ

ど需要は少ないという点を機能的、経済的減価要因として、特別修繕費を考慮しても現在

価値が残る本件建物〔３〕ないし〔５〕につき、さらに６５パーセントから７２パーセン

トの減価を行っているが、前記のとおり、固定資産税は、固定資産の資産価値に着目し、

その所有という事実に担税力を認めて課される財産税であり、不動産から生ずる現実の収

益に着目して課税されるものではないから、固定資産の課税標準となる適正な時価を求め
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るにあたって、本件各建物をホテルとして利用することを前提として、機能的、経済的減

価をすることは、不適切である。 

ウ さらに、原告は、原告鑑定書を作成した不動産鑑定士の作成に係る調査報告書（〔証拠

略〕。以下「原告調査報告書」という。）を提出しており、同調査報告書によると、本件各

建物のうち附属建物を除く本件建物〔１〕ないし〔４〕、〔６〕及び〔７〕（以下「各ホテル

建物」という。）につき、平成１５年における再建築費を合計２８億１４６０万８７４６円

と算定した上、これに経年減点補正率、損耗残価率及び需給補正率を乗じた評価額を合計

４億１８２０万００２５円と算定している。 

 しかしながら、原告調査報告書についても、（ア）本件建物〔６〕及び〔７〕の損耗残価

率の算定に当たり、これらの建物につき耐震補強工事が必要であるとして、その費用５億

１０１３万６３４３円を各建物の面積で按分し、これを各建物の主体構造部分の経年減価

後の査定価値から差し引いている点、（イ）各ホテル建物につき排水工事が必要であるとし

て、その費用５億円を各建物の面積で按分した額を各建物の基礎部分の経年減価後の査定

価値から控除している点、（ウ）ホテル営業の現在の年間売り上げが５０００万円程度であ

ること、現在利用している施設が各ホテル建物の一部にすぎないこと、各ホテル建物の構

造上の機能性の悪さ、ホテル客層の変化や本件各建物の所在する榊原温泉全体の客離れの

進行などといった各建物の収益性に関する事情をもって、需給事情による減点補正として

４０パーセントの減価を行っている点に、原告鑑定書と同様の問題がある。 

 よって、原告調査報告書についても、本件各建物の客観的な交換価値を示すものとみる

ことはできない。 

エ したがって、原告鑑定書や原告調査報告書によっても、評価基準が定める方法によっ

ては再建築費を適切に算定することができない特別の事情又は評価基準が定める減点補正

を超える減価を要する特別の事情があるということはできず、原告の主張は、評価基準に

従って算定された本件各建物の本件登録価格が、適正な時価を上回るものではないとの推

認を覆すものではない。 

（４）原告は、本件各建物の著しい老朽化は地方税法３４９条２項１号に規定する「特別

の事情」にあたると主張するが、その趣旨は、本件各建物の老朽化が、評価基準が定める

評価の方法によっては本件各建物の価格を適切に算定することができない特別の事情や、

評価基準が定める減点補正を超える減価を要する特別の事情（前記最高裁平成１５年７月

１８日判決参照）に当たると主張するものと解される。 

ア〔証拠略〕及び弁論の全趣旨によれば、本件各建物は、平成６年２月にＡグランドホテ

ルが破産宣告を受けホテル営業を停止した後、原告が平成１５年２月に競落するまでの間、

宿泊施設として使用されることもなく、長期間にわたり保守管理も行われていなかったと

認められ、その結果、本件各建物は、各所に水漏れが発生するなどして、相当程度損耗朽

廃したことが認められる。そして、その後、原告が一部の客室等を使用してホテル営業を

再開するなどして現在に至っているが、原告が上記の損耗個所を含め本件各建物を補修す

https://lex.lawlibrary.jp/lexbin/LinkInyo.aspx?Bunban=28082027&dli=636303661555332601
https://lex.lawlibrary.jp/lexbin/LinkInyo.aspx?Bunban=28082027&dli=636303661555332601
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るなどしたことを窺わせる事情はないし、本件各建物の損耗は、現在に至るまで引き続き

進行していると認められる。 

イ しかしながら、旧久居市長は、平成１３年度の再建築費評点数を算定するにあたり、

平成６年以降長期間保守管理がなされなかったために、本件各建物の損耗が進行していた

という事情を踏まえて、本件各建物の状況から経年減点補正率によることが適当でないと

認めて、損耗減点補正を実施しており、家屋課税台帳に登録された本件各建物の平成１３

年度の価格は、本件各建物がその時点で長期にわたり宿泊施設として利用されず保守管理

もされていないことを踏まえた適正な時価を反映したものといえる。 

 また、原告は、本件各建物が平成１５年以後も年ごとに著しく老朽化が進んでいること

が特別の事情に該当すると主張するが、平成１３年度に損耗減点補正を行った後、平成１

８年度の賦課期日までの間に、本件各建物の損耗がさらに進んだとしても、それ自体は経

年減点補正率の適用によって評価される経年的に生じる損耗の域を出るものではないと考

えられ、その間に経年損耗を超えて朽廃が進んだことを裏付ける事情も見当たらない。 

 そうすると、本件各建物の損耗の状況は、評価基準が定める評価の方法によっては本件

各建物の価格を適切に算定することができない特別の事情や、評価基準が定める減点補正

を超える減価を要する特別の事情に当たるとは認められず、かかる事情が存在するとの原

告の主張は、採用できない。 

ウ なお、原告の主張は、本件各建物について、在来分の評価の方法ではなく部分別評価

の方法又は比準評価の方法によって再建築費評点数を求めるべき「特別の事情」（評価基準

第２節第３章三参照）があるとの主張とも解されることから、この点につき検討する。 

 地方税法３４９条２項、３項は、基準年度の登録価格をもって第２年度及び第３年度に

おける固定資産税の課税標準とすることを原則とする一方、「地目の変換、家屋の改築又は

損壊その他これらに類する特別の事情」（同条２項１号）等があるため、かかる原則による

ことが不適当であるか課税上著しく均衡を失する場合には、比準評価の方法により課税標

準を定めるものと規定する。法がかかる方法を採用したのは、固定資産の価格が通常は短

期間に大きく変動するものではないため、毎年固定資産の価格を評価して決定するのでは

なく，同一固定資産については３年間は同一価格としてもそれほど正確性に反することは

ないと考えられること、他方で、固定資産の数が非常に多いことから、課税事務の簡素合

理化を図る必要があることによる。そして、評価基準が、在来分の非木造家屋の再建築費

評点数の算定を、基準年度毎に部分別評価の方法ないしは比準評価の方法によって行うの

ではなく、在来分の評価の方法（基準年度の前年度の再建築費評点数に再建築費評点補正

率を乗じることによって、当該基準年度の再建築費評点数を求める方法）によって行うこ

とを原則としているのも、同様の趣旨に基づくものと考えられる。 

 このような趣旨からすると、上記の原則に対する例外的な取扱いを行うための「特別の

事情」とは、当該土地、家屋自体に由来する要因であって、地目の変換、家屋の改築又は

損壊に比肩するような大幅な価値の増減をもたらすものを指し、それによる価格変動が、



津地裁 平成 19（行ウ）16 

8 

 

これを課税標準決定に当たり考慮しないことが課税事務の簡素合理化の要請だけでは正当

化できない程度に大きなものに限られると解するのが相当である。  

 そうすると、前記に説示したとおりの本件各建物の損耗の状況に照らして、平成１８年

度の賦課期日において、本件各建物について、改築や損壊に比肩するような大幅な価値の

増減をもたらすような事情があったと認めることはできないから、地方税法３４９条２項

１号に規定する「特別の事情」を認めることはできない。よって、かかる特別の事情が存

するとの原告の主張も、理由がない。 

（５）原告は、〔１〕津市長が本件登録価格を定めるに当たり本件各建物の損耗評価を適正

に行っていない、〔２〕本件各建物を利用したホテル業の売上げが減少しているから、本件

各建物の価格の決定に当たり需給事情による減点補正を行うべきであるにもかかわらず、

津市長がかかる減点補正を行っていない、と主張する。 

 しかし、平成１３年度の損耗減点補正率の設定やその後の損耗の状況による減点補正率

の設定が不適正であったと認めることができないのは、前示のとおりである。また、需給

事情による減点補正についても、評価基準は、建築様式が著しく旧式となっている非木造

家屋、所在地域の状況によりその価格が減少すると認められる非木造家屋について、その

減少する価格の範囲内においてするものとしているから、建物を特定の用法に従って収益

した場合の収益性は、評価基準が減点補正すべきものとしている需給事情にはあたらず、

原告が主張する営業収益の減少をとらえて需給事情による減点補正を行わなかったことが

不適切ということはできない。 

 したがって、評価基準の適用の不適正をいう原告の主張は、採用できない。 

（６）以上のほか、本件登録価格を決定する際の評価基準の適用の誤りや不適正により、

本件登録価格が本件各建物の適正な時価を上回っていると認めるに足りる事情は見当たら

ない。 

３ 結論 

 以上によれば、土地家屋課税台帳に登録された本件各土地建物の平成１８年度の価格は

適正な時価と認められるから、本件審査申出を棄却した本件棄却決定に違法な点はなく、

原告の請求は、理由がない。 

 よって、原告の請求を棄却することとし、訴訟費用の負担につき行政事件訴訟法７条、

民事訴訟法６１条を適用して，主文のとおり判決する。  

（裁判長裁判官 堀内照美 裁判官 田中正哉 山口幸恵） 

 


